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共flの泣要 .］
砿 -3
[論文］情報共有化に関する一考察（中根）
花王は1978年，花王生活科学研究所（現・消費者相談センター）の消費者相
談システム「エコーシステム」（EchoofConsumefsHelpfulOptions）を開発
している。これはたんに消費者の相談に応えるだけではなく，その内容を新製
品開発にフィードバックしたり，統計処理して経営戦略の立案にも役立てるも
のである。
花王は，,情報共有について長い歴史をもっている。これには，丸田芳郎の強
いリーダーシップのもとで情報共有がはかられたという経緯がある３４)。じっさ
い，同社は，』情報共有を確実にするための様々なメカニズムや支援システムを
構築してきている。例えば，情報への自由なアクセス，大部屋制度，オープン
な会議，頻繁な人事異動等である。
より具体的には，エコーシステムは，花王製品に関する顧客の質問や苦情を
処理して分析するために，①エコー入力システム，②エコー支援システム，③
エコー解析システムを活用して，国内各地の花王オペレータが顧客からの問い
合わせに答えるものである。
同システムに入力された相談内容は，経営陣や研究開発部門だけではなく，
各事業部，生産・物流・販売部門でも閲覧できる。各部門が問題解決に向けて
センターと議論するなど，リスク情報を全社で共有する役割も果たしている。
同社は，消費者の声を研究改良に生かすとともに研究から得た情報を消費
者に提供する橋渡しとして1971年に生活科学研究所を設立している。同研究所
には開放実験室があり，商品テストや使用法の研究に開放しているほか家事
実験室では，消費者の視点で，生活全般の家事科学の研究，製品の消費科学の
研究が行われている。生活講座や研修会等も開いて消費者の知識向上に役立
て，正しい扱いによる事故防止にも努めている。
その具体的な内容は，相談件数の約60％がたんなる問い合わせ，使用法や学
校での研究資料，子供の質問に答える親からの電話である。苫,情は約30％で，
感想も５，６％ほどあるという。また，電話によるものが70％を占め，大都市
ほど相談が多い。当該業務に70人ほどの女性相談員が交代で処理しており場
合によっては家庭訪問して処理することもある。
－４４－
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当初は，マイクロフィルムとコンピュータを使って，商品情報の検索と相談
内容の管理が行われていた。消費者相談センターでは，消費者からの電話があ
ると必要な情報を集めて即答しなければならない。そのためには，装置として
操作が簡単で，常に新しい情報，商品の改良や仕様の変更等の追加，修正の必
要がある。こうした事'情もあって．その後，画像`情報ファイル装置への切り替
えが行われている。
これによって相談内容が集計され，分析され．個々のケースでは見過ごされ
ていた問題点を把握するのに役立っている。すなわち，商品改良や新製品開発，
広告や販売方法まで，改善するデータが得られるという。相談してきた消費者
の`性別，年齢，件数や内容はもちろん都道府県別，商品別，期間の統計など
もグラフで即刻出せる35)。
また消費者の声や反応を社内で共有するため，データベースに入力する際
には，例えば怒りの声を録音する時もあるという。手紙の場合はスキャナーで
取り込み，データベース上でそのまま見られるようにしている。こうした方法
によって，いわばその場の「臨場感」をもたらし関係者に強い問題意識を植
え付けている。
このように，エコーシステムによって地域の制約を超えた,情報共有やマーケ
ティング活動を推進し業務の効率化に取り組んでいるのである。
周知のとおり，昨今，企業は等しく外部に対する適正な情報開示を求められ
ている。このことは，ＩＲ（investorrelationslさらにはＣＳＲ（Corporate
SocialResponsibility）を巡る最近の状況を見れば明らかである36)。こうした
環境下で，花王のエコーシステムは，より積極的な対応であり，いわゆる
CRMの展開として位置づけることができる37)。
‘情報共有化の状況に関しては以上に種々見てきたとおりであるが，ここで改
めて注意しなければならないのは，「,情報共有化の逆機能」の存在である。
これは，情報共有化の浸透によって情報量の急激な拡大が多くの組織成員に
もたらされることになり，スピーディな判断を求められる場合に価値'情報を集
－４５－
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約する学習が必ずしも十分ではないために却って的確に対応することが困難
な事態になるというものである。ちなみに野中はこの点に関連して次のような
示唆を与えている38)。
「情報冗長性の基本は必要以上の情報を重複して共有することであり,多く
の利点をもつことを指摘した。しかし同時にそれはいくつかの問題点を生み
出すことにもなる。例えば，,情報冗長性は，潜在的に集団思考を育成する。こ
れは＿方で，柔軟で迅速なイノベーション生成に通じるものであるが他方で
は，必要以上の情報を共有し相互理解が進みすぎるため，優れた個が主張を
とことんまで貫くという極限追求を阻害し妥協を生じさせることになる。信
頼関係ができ，セルフ・コントロールが機能することは，逆に突拍子もない
しかし時に創造的なアイデアを提案することを祷曙させる｡」
また野中は，ナレッジ・マネジメントとＩＴ化との関連`性に関して次のよう
に指摘している39)。
「現在の米国のナレッジマネジメントはいわゆる「ベストプラクテイス」知
識の共有が主流となっているといえるでしょう。社員の経験から得た成功ノウ
ハウ，有効な専門知識などを集約し活用できるようにすることでスピードを
速めたりコスト削減する。あるいは，組織内の知的資産を有効活用して，企業
総体の利益に結びつける…。『着地点』としては情報を集めて組織的に共有．
活用する，‘情報システムという形態が多い｡」
その意味で，日本におけるナレッジ・マネジメントの取り組みには欧米と比
較した場合に次のような差異がうかがえる。すなわち，欧米流は従来，トッ
プッダウンの作業手順の指示や報告に基づく文書ファイリングの整備が基本で
あるが，それに対して日本では，「暗黙知」の活用を特徴とする情報・知識資
産管理である。
このことは，欧米とは異なり，情報共有化も含めて'Ｔ化を組織的にイン
カーネーションするのには一層の努力が必要であり，長い時間を要することを
意味する。この場合にとりわけ重要な点は，これまでも指摘してきたように実
質的に情報共有化を核とするナレッジ・マネジメントはたんに技術的レベルに
－４６－
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とどまるものではなく，次の指摘にもあるようにまさしく組織に直接的に係
わる経営上の取り組みであることを正しく認識することである40)。
「ナレッジマネジメントというとすぐに情報システムに話が落ちてしまうの
ですが，実際に知識を活用している企業は必ずしも`情報に頼っていません。モ
トローラやＧＥのように組織学習プログラムを徹底したり，あるいは組織デザ
インを媒介にした仕組みでイノベーション・プログラムを展開する，といった
ような知の活用をしているわけです｡」
それには，すべての組織成員同士が良好なコミュニケーションを実現できる
｢場」の形成が不可欠となる。もともと日本企業は欧米企業と比較して明らか
に労働流動性が低く，そのために組織成員同士のコミュニケーションも稠密化
しており，その分，知識も蓄積されやすい。加えて，欧米企業がトップダウン
型の意思決定が主流であるの対して日本企業はポトムアップ型の意思決定が特
徴となってきた。
その意味で，日本企業はこれまでも価値観の共有や組織成員間の「根回し」
等による「共創」に取り組んできているのである。こうした事情を考慮するな
らば，情報共有化に関しても，日本的な考え方を取り入れてその実践に臨むこ
とが肝要であることが改めて理解されるのである。
さらに野中は，次のように述べている''１。
「米国でのナレッジマネジメントは企業内のベストプラクティスの共有，意
味情報の活用という側面が強いからです。知識のとらえかたについても，どち
らかというと「形式知」寄り，という傾向をもっています。つまり，私たちの
『頭の中にある』知識よりも，まずは文書化されたノウハウや提案，専門知識
など，結局のところ情報を基盤にして，コンピュータネットワークで活用して
いこうという傾向があります｡」
既に指摘したとおり，有効な`情報共有化に取り組んでナレッジ・マネジメン
トの実を上げるためには様々な障害を克服しなければならない。ちなみに野中
他は，図表一６のようにナレッジ・マネジメントを４つのタイプに分けて，各
タイプで生じるとされる課題をそれぞれ挙げているが'2)，いずれにせよ，これ
－４７－
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らの課題に的確に対応するためには，情報共有化を受容する組織的な価値観の
形成に至るまでの地道な取り組みが継続的に必要となってくるのである。
図表－６ナレッジマネジメントの４つのタイプ
(出所：野中他，1999年，７７ページ）
４おわりに
以上にわたって，情報共有化について種々の観点から検討を加えてきた。そ
の結果，情報共有化を実現するためには克服すべき課題も少なくないことが改
めて確認された。
－４８－
ナレッジマネジメントのタイ
プ 要点 実現の課題
ベストプラクティス共有型 ●過去の問題解決法の共有
●業務の重複排除、ベストノ
ウハウ複製による時間・コス
卜短縮・削減
●共有への意識改革
●継続性
専門知ネット型 ●社員、専門家の知識のデイ
レクトリー化
●適材・・適所。適時に結合
●ネットワーク上での対話の
仕組みと組織文化
●個々人のイニシアティブ
知的資本型 ●知識資産を把握・活用・展
開するための分類の組織的方
法
●ポートフォリオ、フレーム
ワーク
●静的なストックとしてでな
く、動的なプ'ロセスとして知
識資産の活用ができるか
顧客知共有型 ●顧客との知識共有、知識提
供の場づくり
●顧客にとっての価値は何か
●顧客との継続的進化の仕組
み
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これまでの考察から明らかになったことは，ＩＴ化を駆使したデータないし
`情報の蓄積がそのまま必ずしも価値的な知識を組織にもたらすわけではないと
いう事実である。とりわけ，暗黙知の共有化ともなると，組織成員間の相互信
頼が醸成されなければならない。前節においても指摘したように情報共有化
に対する組織的な受容が不可欠となることは言うまでもないが，以下に挙げら
れているような取り組みが必要となってくる43)。
「,情報共有化を推進するには，（中略）
①積極的に受発信する意識をもたせたり企業への信頼を高めたりするなどの
組織文化改革の面でのアプローチ
②簡単なことから始めようとか，発信にインセンテイブを与えるなどの運用
方法の面でのアプローチ
③受発信作業を容易にするための情報技術の面でのアプローチ
④情報共有化を推進する組織の面でのアプローチ
が必要になる｡」
従来のＩＴ化は，組織全体に対するパースペクティブがどちらかと言えば欠
落していた。すなわち，’情報技術者（部門）が常にイニシアティブをとった技
術偏重型アプローチに終始する傾向が強く，実情を踏まえた全社的見通しが必
ずしも見られず，そのため多くのユーザーにとっては「隔靴掻痒」の思いが強
かったのである。しかし現在，そうした状況も大幅に改善され，ＩＴと組織と
の相互依存性が一段と強まってきている。例えば島田は，ＩＴと組織の相互関
係について先進事例を紹介しそれらの共通点を次のように挙げている")。
①トップダウンによる組織のフラット化を実現している。表面的にはトップ
ダウンとは見えにくい場合もあるが，実質的には見えざるトップダウンが効い
ているといえる。
②価値と情報の共有化をはかり，社員の自主性・創意の尊重により分権化し
ており，職場が活性化している。
③インフラストラクチュアとしてのデータベースと通信網が確立しており，
コミュニケーションの円滑化を支えている。
－４９－
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しかし情報共有化への取り組みにはさらなる意識改施が求められる。それ
は，組織成員間の関係性の強化ないし再構築が従来以上に強く求められるから
である。このことは，例えば伊丹の次の指摘からもⅢ]らかである151。
「…人間と環境の関係性からなる「場自体が知識である』ということである。
つまり，場があって，その器に知識が入っている，というものでもなければ，
場の中にいる人ｌｌＩＩに知識がある．というものでもない。それは，自己と他者と
いう『関係」あるいは，当事者が関係し合う「場」そのものがダイナミッ
クな知識であるという意味である（ゆえに知識は関係であり，場である)｡」
いずれにせよ，情報共有化を十分実効的に推進するためには様々な環境整備
が必要であり。また同時に例えばエンゲルバードが以下に述べているように
組織成員の'情報共有化に対する正しい認識が不可欠になる１６)。
「システムが一方的に組織をパワーアップにしてくれるなどと錯覚してはな
らない。みずから進歩しようという意識がなければ，いくら優れたツールが
あっても役に立たないことを認識しておく必要がある。人間の仕事の進め方の
『ヒューマン・システム』とそれを支える技術的な「ツール・システム」が互
いに触発し合う条件が整って初めて最大限の力が発揮できるのである｡」
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